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1. 2022年3月期第1四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 3,995 ― 51 ― 123 ― 40 ―

2021年3月期第1四半期 3,507 △31.9 △215 ― △114 ― △190 ―

（注）包括利益 2022年3月期第1四半期　　261百万円 （―％） 2021年3月期第1四半期　　△935百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第1四半期 1.12 ―

2021年3月期第1四半期 △5.20 ―

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を当第1四半期連結会計期間の期首から適用しており、2022年3月期第1四半期

に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、対前年同四半期増減率は記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 35,217 23,204 65.4

2021年3月期 34,968 23,313 66.2

（参考）自己資本 2022年3月期第1四半期 23,029百万円 2021年3月期 23,144百万円

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を当第1四半期連結会計期間の期首から適用しており、2022年3月期第1四半期

に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00

2022年3月期 ―

2022年3月期（予想） 0.00 ― 10.00 10.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年 3月期の連結業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 18,300 20.3 600 ― 650 ― 450 ― 12.28

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

(注)詳細は、添付資料８ページ「２．四半期財務諸表及び主な注記（３）四半期財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」及び添付資料９ページ「２．
四半期財務諸表及び主な注記（３）四半期財務諸表に関する注記事項（会計上の見積りの変更）」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期1Q 55,000,000 株 2021年3月期 55,000,000 株

② 期末自己株式数 2022年3月期1Q 18,346,602 株 2021年3月期 18,347,102 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期1Q 36,653,299 株 2021年3月期1Q 36,651,798 株

(注)当社は期末自己株式数及び期中平均株式数には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）制度に係る信託財産として、株式会社日本
カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有している当社株を含めております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により引続き厳しい状況にあ

るなか、持ち直しの動きが続いているものの、個人消費や雇用情勢など一部で弱さが増しています。当初2020年４月

に発令された緊急事態宣言は、その後の新型コロナウイルス感染規模推移に応じ、まん延防止等重点措置との併用に

て大都市圏を中心に解除と発令が繰り返されています。この間、各種政策の効果もあり社会経済活動が徐々に回復し、

景気も持ち直したかに見られましたが、新型コロナウイルス感染症の世界的な広がりが数度にわたり深刻化したこと

で、国内経済のみならず、世界経済全体を見ても不確実性が高まり、依然として先行き不透明な状況にあります。

　このような状況下、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は、主力の鍛造事業で受注回復の傾向が見

られ、前年同四半期比4億88百万円増加の39億95百万円となりました。また利益については、売上高の増加に伴い、営

業利益が51百万円（前年同四半期は２億15百万円の損失）、経常利益は１億23百万円（同１億14百万円の損失）、親

会社株主に帰属する四半期純利益は40百万円（同１億90百万円の損失）となりました。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等の適用により、従来の方法に比べて売上高が４億19百万円減少、営業利益及び経常利益はそれぞれ２百万円

減少しております。

　セグメントの業績は、次のとおりです。

鍛造事業

　当社グループの主要事業である鍛造事業は、売上高は前年同四半期比５億44百万円増加の34億40百万円、営業利益

は、受注の回復により、売上高並びに製造部門での操業度の上昇等が見られ１億43百万円（前年同四半期は１億29百

万円の損失）となりました。なお、鍛造事業においては、収益認識会計基準等の適用により、従来の方法に比べて売

上高が４億19百万円減少、営業利益は２百万円減少しております。各分野の状況は以下のとおりです。

① 自動車産業向け

　鍛造品の主要マーケットである国内自動車産業は海外生産拡大による現地調達化の基調が続いており、国内自動車

産業向けの鍛造品は伸び悩んでおりますが、新型コロナウイルス感染症の影響は徐々に軽減されつつあり、半導体不

足を起因とした自動車生産台数の調整の影響も2022年３月期下期には挽回できると考えられることから、通期での業

績予想は達成を見通せる状況にあります。

　タイ国の子会社においては、自動車産業からの受注回復基調が鮮明になっており、業績は堅調に推移しておりま

す。但し、直近まで半導体不足による自動車生産台数減少の影響を受けたこと、タイ国内での新型コロナウイルス感

染者数が増大し、感染予防的観点から必要に応じ一部の従業員に対する出社制限を実施していること、就業を含む生

活圏におけるクラスター発生や医療崩壊のリスクに晒されていることなどから、日々の業務運営に追加的な負担が伴

い、先行きは不透明かつ予断を許さない状況にあります。

② 建設機械産業向け

　建設機械産業は、新型コロナウイルス感染拡大による影響からの回復ペースが速く、建設機械ならびに鉱山機械の

市況が堅調に推移、関連する鍛造部品の受注が高水準で推移しております。

建機事業

　仮設機材の販売・リースを行う建機事業は、首都圏での再開発事業や社会インフラの改修整備等から、仮設機材の

需要が引続きあり、建設工事の中断や延期といった新型コロナウイルス感染症の影響を一部織り込んだうえでも、ほ

ぼ事業計画通りに推移しました。この結果、売上高は前年同四半期比49百万円増加の４億６百万円、営業損失は、売

上高の増加もあり40万円（前年同四半期は15百万円の損失）まで縮小しました。

物流事業

　金属製パレットの製造販売を中心とした物流事業は、自動車製造業を営む取引先が半導体不足の影響から生産を抑

制すると同時にパレットを買い控える傾向にあり、売上高は前年同四半期比１億９百万円減少の94百万円、営業損失

は16百万円（前年同四半期は83万円の利益）と苦戦しました。
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不動産事業

　不動産事業の売上高は、テナント入居状況が安定的に推移し、前年同四半期比３百万円増加の54百万円となり、営

業利益は34百万円（前年同四半期は27百万円）となりました。

（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ２億48百万円増加し、352億17百万円とな

りました。主な増減は、流動資産では、売掛債権が回収進捗等により３億82百万円減少したことにより、現金及び預

金が４億35百万円増加したこと、受注の回復に伴い棚卸資産が１億32百万円増加したこと、収益認識会計基準等の適

用に伴い有償支給取引に係る資産が１億86百万円増加したことなどにより、流動資産合計は前連結会計年度末に比べ

４億20百万円増加し、184億62百万円となりました。また、固定資産は、主に有形固定資産における新規設備投資が２

億11百万円あった一方で、減価償却が４億10百万円あったため、固定資産合計は前連結会計年度末に比べ１億71百万

円減少し、167億55百万円となりました。

　流動負債では、受注回復に伴い仕入が増加し仕入債務が１億99百万円増加したこと、収益認識会計基準等の適用に

より有償支給取引に係る負債が１億円増加したことなどにより、流動負債合計は前連結会計年度末に比べ２億81百万

円増加し、104億86百万円となりました。また、固定負債では、退職給付に係る負債が56百万円増加したことなどによ

り、固定負債合計は前連結会計年度末に比べ76百万円増加し、15億26百万円となりました。

　純資産は、配当金の支払い等により利益剰余金が３億29百万円減少したことと、タイ・バーツ高により為替換算調

整勘定が２億41百万円増加したことなどにより、純資産合計は前連結会計年度末に比べ１億９百万円減少し、232億４

百万円となりました。

　なお、収益認識会計基準等の適用により、利益剰余金の期首残高が２百万円減少しております。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　当年度の連結業績予想については、2021年5月14日に公表した業績予想を変更しておりません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,893,015 10,328,148

受取手形及び売掛金 3,284,320 ―

受取手形、売掛金及び契約資産 ― 2,897,608

電子記録債権 1,006,410 1,010,847

製品 1,571,893 1,669,359

半製品 125,618 117,462

仕掛品 857,387 849,894

原材料及び貯蔵品 714,990 763,779

その他 588,387 825,400

貸倒引当金 △352 △312

流動資産合計 18,041,672 18,462,188

固定資産

有形固定資産

土地 5,994,146 6,001,299

その他（純額） 6,792,466 6,671,638

有形固定資産合計 12,786,612 12,672,937

無形固定資産 82,975 87,041

投資その他の資産

投資有価証券 3,831,573 3,772,869

その他 227,995 224,740

貸倒引当金 △2,150 △2,150

投資その他の資産合計 4,057,418 3,995,460

固定資産合計 16,927,006 16,755,438

資産合計 34,968,678 35,217,627
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,897,027 3,183,359

電子記録債務 968,473 881,412

短期借入金 5,117,067 5,186,148

未払法人税等 21,453 55,620

賞与引当金 154,361 201,048

環境対策引当金 27,933 23,703

資産除去債務 4,200 ―

その他 1,014,398 954,995

流動負債合計 10,204,916 10,486,287

固定負債

繰延税金負債 787,869 808,540

株式給付引当金 36,462 36,325

環境対策引当金 7,170 6,826

退職給付に係る負債 467,113 523,591

その他 151,435 151,435

固定負債合計 1,450,050 1,526,719

負債合計 11,654,967 12,013,007

純資産の部

株主資本

資本金 7,256,723 7,256,723

資本剰余金 6,647,746 6,647,746

利益剰余金 15,354,262 15,024,643

自己株式 △7,468,519 △7,468,364

株主資本合計 21,790,213 21,460,749

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,145,066 1,118,063

為替換算調整勘定 208,817 450,418

その他の包括利益累計額合計 1,353,884 1,568,481

非支配株主持分 169,613 175,388

純資産合計 23,313,711 23,204,619

負債純資産合計 34,968,678 35,217,627
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（２）四半期連結損益及び包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 3,507,483 3,995,871

売上原価 3,378,911 3,556,870

売上総利益 128,572 439,001

販売費及び一般管理費

従業員給料 120,296 106,009

運賃 52,337 72,583

その他 171,759 208,502

販売費及び一般管理費合計 344,392 387,095

営業利益又は営業損失（△） △215,820 51,905

営業外収益

受取利息 4,218 5,072

受取配当金 43,426 45,334

雇用調整助成金 61,221 4,201

その他 5,842 24,517

営業外収益合計 114,709 79,125

営業外費用

支払利息 7,996 6,947

為替差損 5,372 ―

その他 46 965

営業外費用合計 13,415 7,913

経常利益又は経常損失（△） △114,526 123,117

特別利益

投資有価証券売却益 824 ―

特別利益合計 824 ―

特別損失

投資有価証券評価損 1,902 ―

特別損失合計 1,902 ―

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△115,603 123,117

法人税、住民税及び事業税 58,153 43,310

法人税等調整額 15,316 38,021

法人税等合計 73,470 81,332

四半期純利益又は四半期純損失（△） △189,074 41,785

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△190,650 40,941

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,576 843
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(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6,017 △27,003

為替換算調整勘定 △752,590 246,531

その他の包括利益合計 △746,572 219,528

四半期包括利益 △935,646 261,313

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △922,171 255,539

非支配株主に係る四半期包括利益 △13,475 5,774
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　(収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより買戻し義務

を負っている有償支給取引については、金融取引として有償支給先に残存する支給品の棚卸資産を認識するととも

に、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高について金融負債を認識しております。有償受給取引については、

売上高と売上原価を計上しておりましたが、加工代相当額のみを純額で収益として認識する方法に変更し、期末に

残存する支給品について金融資産を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収

益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従っ

てほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計

基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更に

ついて、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当第１四半期

連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、従前の会計処理と比較して、当第１四半期連結累計期間の売上高は419,946千円減少し、売上原価は

417,722千円減少しております。営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ2,223千円減少して

おります。また、棚卸資産は92,424千円減少し、流動資産その他は186,890千円、流動負債その他は100,833千円そ

れぞれ増加しております。さらに利益剰余金の当期首残高は2,072千円減少しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示する

こととしました。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新

たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

12号2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約

から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

　（時価の算定に関する会計基準の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影

響はありません。

　（税金費用の計算方法の変更）

税金費用の計算につきましては、従来、連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果適用後の実効税率を合理

的に見積もり、税引前四半期純利益に当該税率を乗じて計算する四半期特有の会計処理を採用しておりましたが、

四半期連結累計期間の税金費用をより適切に計算することを目的として、第１四半期連結累計期間より年度決算と

同様の原則的な会計処理に変更しております。なお、この変更による影響は軽微であるため、遡及適用は行ってお

りません。
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（会計上の見積りの変更）

　（退職給付に係る負債）

　連結子会社であるサイアム・メタル・テクノロジー社は、当第１四半期連結会計期間より、退職給付債務の簡便

法の計算方法を変更しております。当該変更は退職給付債務の見積りに必要な情報が一定程度入手可能になり金額

を合理的に見積もることが可能となったため行ったものであります。

　この変更に伴い、当第１四半期連結会計期間の退職給付に係る負債が64,678千円増加し、同額を退職給付費用と

して売上原価（60,159千円）、販売費及び一般管理費（4,519千円）に計上しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

鍛造事業 建機事業 物流事業 不動産事業 合計

売上高

外部顧客への売上高 2,895,165 357,120 203,691 51,507 3,507,483

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,895,165 357,120 203,691 51,507 3,507,483

セグメント利益又は損失(△) △129,122 △15,292 833 27,237 △116,343

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △116,343

全社費用(注) △99,476

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失 △215,820

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

鍛造事業 建機事業 物流事業 不動産事業 合計

売上高

外部顧客への売上高 3,440,045 406,791 94,194 54,840 3,995,871

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,440,045 406,791 94,194 54,840 3,995,871

セグメント利益又は損失(△) 143,855 △405 △16,494 34,194 161,149

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 161,149

全社費用(注) △109,244

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 51,905

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「鍛造事業」の売上高は419,946千円減少

し、セグメント利益は2,223千円減少しております。

　



株式会社シンニッタン(6319) 2022年３月期 第１四半期決算短信

12

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当第１四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021月６月30日）

（単位：千円）

報告セグメント

合計
鍛造事業部 建機事業部 物流事業部 不動産事業部

日本 2,045,394 229,171 94,194 1,554 2,370,314

タイ 1,394,651 ― ― ― 1,394,651

顧客との契約から生じる収益 3,440,045 229,171 94,194 1,554 3,764,965

その他の収益 ― 177,620 ― 53,285 230,906

外部顧客への売上高 3,440,045 406,791 94,194 54,840 3,995,871

※その他の収益は建機事業部のリースに係る収益及び不動産事業部の賃貸収益（共益費含む）であります。

　


